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平成２４年度における役職員の人件費の総額は４１９百万円であり、その

内訳は以下のとおりである。 
 
役員報酬（常勤２名・非常勤２名） 
報酬  ３８百万円 

 
職員給与（４４名・非常勤１名） 
給与 ３３８百万円 

 
法定福利費（国家公務員共済組合負担金） 
     ４３百万円 
 
※支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。 

   ※職員給与における非常勤１名はアジア歴史資料センター長である。 

 
（参考）給与水準の指標となるラスパイレス指数（年齢・地域・学歴等を勘案して補正を

行ったもの）については、平成２３年度全国家公務員を１００とした場合、当館は

９６．３となっている。 

 
（参考）B～Dの各事業に含まれる非常勤職員・パート職員人件費は以下のとおりである。 

   B.公文書等保存利用経費      ２３２百万円（９４名） 

   C.アジア歴史資料情報提供事業費   ５４百万円（１８名） 

   D.一般管理費            ３４百万円（ ９名） 

 
※支給人員数は、年間平均支給人員数を記載している。 

     ※人件費には、法定福利費（社会保険料等）・退職手当を含んで記載している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

レビューシート 人件費４１９百万円の内訳 



国立公文書館における
業務フロー等の見直し



国立公文書館

デジタルアーカイブ

アジア歴史資料センター

資料提供システム

現在 検討事項

それぞれ独自にシステム構築・運用 共有可能な機器の統合による
経費削減、運用・保守の簡素化・効率化
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デジタルアーカイブ等システムの共有可能な機器の統合による
経費削減、運用・保守の簡素化・効率化の検討

H24年度は、上記検討事項の実現のため下記を実施
・外部コンサルによりデジタルアーカイブ等システムの統合可能性調査を実施
・平成28年度の実現を目指して調達スケジュールを作成

インターネット
接続の一本化

共有可能な
機器の統合



≪予定していた追加機能≫
①画像配信機能の強化
②初心者用・教育用コンテン
ツの作成・公開支援

③マイページ機能の追加

アジア歴史資料センター
資料提供システム
（運用：H18.10～H23.9） アジア歴史資料センター

資料提供システム
（運用：H23.10～現在）

平成22年度 平成24年度

業務・システム最適化計画において
再構築時に新機能の追加を予定

新機能追加を凍結し、平成23年度に
システム構築、10月から運用

アジア歴史資料センター資料提供システムの
新機能凍結等による経費削減

見直し

新機能凍結

機器の見直し

前システム運用経費
1,247万円/月

現行システム運用経費
1,036万円/月

経費削減
211万円/月
（機器賃借・運用支援）



・研修会場の確保
・研修会場の維持に係る費用の負担
・研修生の推薦

被災公文書等支援に係る直轄事業の見直し、自治体事業化

平成23年度
（原則直轄）

平成24年度
（一部間接事業化）

早期修復のための研修（５ヶ所）
＊洗浄・乾燥

早期修復のための研修（２ヶ所）
＊洗浄・乾燥
長期保存のための研修（５ヶ所）
＊裏打ち・繕い

被災自治体

国立公文書館

・研修生を現地で採用し、指導
・研修教材の提供又は貸与

講師派遣（２ヶ所）

・研修会場の確保
・研修会場の維持に係る費用の負担
・研修生の推薦

・研修生を現地で採用し、指導
・研修教材の提供又は貸与

・自治体職員（研修生）の受講
・研修教材の準備

講師派遣（間接事業）へ移行

平成25年度
（自治体の事業化）

・修復作業員（職員）の雇用

・作業場所の確保

・作業場所の維持に係る経費の負担

・作業機材の準備

被災自治体独自の修復事業の展開

直轄・間接事業ともに実施せず
（事業負担なし）

国立公文書館

被災自治体



複製物は直接デジタル化を基本
インターネット提供のために
必要な経費 １２０円 （コマ）

複製物はマイクロ化を基本
インターネット提供のために
必要な経費 １４０円（コマ）

従 来（２工程）

紙からマイクロフィルム
を作成
７０円（コマ）

マイクロフィルムからの
デジタル化
７０円（コマ）

H24以降（１工程）

マイクロフィルム化

デジタル化

経費減（20円／コマ）
見
直
し

※数字は概数。今後、直デジに完全移行予定

特定歴史公文書等の複製物作成について（直接デジタル化による効率化）

＜メリット＞
・経費の削減、作業工程の効率化・迅速化
・フルカラーによる高画質のデジタル提供

紙から直接デジタル化する方法
により、複製物を作成
インターネット提供にも利用

紙からの直接デジタル化



国立公文書館利用実績

平成22年度 平成23年度 平成24年度

閲覧者数
（人）

4,278 4,747 4,549

デジタルアーカイブ
アクセス件数（件）

232,294 264,620 238,934


